




The Fate of Public Assistance in Japan and the “Law on Self-Reliance Support For 
Poor and Needy People”
Rie Iwanaga
本稿では、2000 年代に入ってからの生活保護制度の動向、変化の過程を 3 つの年表・資料により検証





































































































































平成 26 年 7 月 1 日（一部平成 26 年 1 月 1 日又は平成
































































年 5 月の第 183 回国会に「生活保護法の一部改正
法案」と「生活困窮者自立支援法案」が提出され、
両法案は衆議院では可決されたものの、参議院で
審議未了の上、廃案となる。両法案は 2013 年 10








名での声明（2013 年 5 月 17 日）、反貧困ネット
ワークの声明（2013 年 5 月 20 日）、NPO 法人
POSSE（2013）、さらには生活保護法の改悪に反






















































































































































































































































html　2015 年 5 月 11 日アクセス）


























厚生労働省職業安定局長通知（2010 年 9 月 10 日）
であったが、その後、第 3 次のモデルプロジェク
トに関する通知は、厚生労働省社会援護局長通知



























































































































2001 1 1府 12省庁の新体制がスタート　厚
生省→厚生労働省
2001 4 小泉（1次）情報公開法施行











2002 8 社援保発第 0807001厚生労働省社
会・援護局保護課長　ホームレスに
対する生活保護の適用について















































































































2007 5 第 63 次改定　据え置き
・母子加算の見直し
2007 9 福田
2007 10 生活扶助基準に関する検討会　第 1
回
2007 11 生活扶助基準に関する検討会　第 5
回（報告書の検討）



















































































































































































































































































































































成 25 年 7月1日社援発 0701第 5 号
社会・援護局長通知）：就労活動促
進費を8月から給付














































　 名称 開催期間 開催回数 　
1 生活保護制度の在り方に関する専門委員会 2003 年 8 月～ 2004 年 12 月 18 回  審議終了
2 生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会 2005 年 4 月～ 11 月 9 回 審議終了
3 生活扶助基準に関する検討会 2007 年 10 月～ 11 月 5 回 審議終了
4 生活保護制度に関する国と地方の協議 （2008） 2008 年 11 月～ 2009 年 3 月 2 回 審議終了
5 ナショナルミニマム研究会 2009 年 12 月～ 2010 年 6 月 18 日 10 回 審議終了
6
緊急雇用対策本部推進チーム ・ セーフティ ・ ネットワー
ク実現チーム








2010 年 4 月～ 7 月 8 回 審議終了
9 生活保護制度に関する国と地方の協議 （事務会合） 2011 年 6 月～ 11 月 8 回 審議終了
10 生活保護制度に関する国と地方の協議 （2011） 2011 年 5 月～ 12 月 2 回 審議終了
11 社会保障審議会生活保護基準部会 2012 年 4 月～ 18 回  継続
12 生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会 2012 年 4 月～ 2013 年 1 月 12 回 審議終了
13 ホームレスの実態に関する全国調査検討会 2006 年 7 月～ 2007 年 9 月 5 回 審議終了
14 無料低額宿泊施設等のあり方に関する検討チーム 2009 年 10 月～ 2010 年 3 月 5 回 審議終了
15
ホームレスの実態に関する全国調査検討会 （2012 年 1
月調査）




2012 年 5 月～ 2012 年 7 月 2 回
17 社会福祉法人の在り方等に関する検討会 2013 年 9 月～ 2014 年 7 月 12 回 審議終了

















1994 6 7 衆議院　予算委員会第四分科会 : 外国人労働者・ホームレスなど大都市の問題に少し言及
あり






















12 5 読売新聞「生活保護厳しく制限八割」（12 月 5 日付）
12 8 「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方検討会」(12 月 8 日）
12 首都圏青年ユニオン創設














7 31 ホームレスに対する生活保護の適用について (社援保発第 0731001 号 )
7 「社会福祉法第 2 条第 3 項に規定する生計困難者のために無料又は低額な料金で宿泊所を利





2004 12 15 生活保護制度の在り方に関する専門委員会報告書
2005 頃 もやいに、ネットカフェで暮らす 20、30 代からの相談が増える
2005 3 31 「生活保護受給者等就労支援事業」活用プログラム実施要綱について　雇児発第 0331019 号
／社援発第 0331011 号／
セーフティネット支援対策等事業の実施について   社援発第 331021 号 
2006 1 全国知事会と全国市長会「新たなセーフティネット検討会」（座長、木村陽子）




10 2006 年 10 月『賃金と社会保障』に「格差ではなく貧困の議論を」という文章を書いたことが、
湯浅氏にとって貧困問題をかたちとしてつかまえる直接的なきっかけだった
10 5 日弁連の人権擁護大会「現代日本の貧困と生存権保障」シンポジウム














10 18 北海道新聞 -- 生活保護費、「級地」見直し　都市部大幅削減も　あす初の検討会議
10 19 生活扶助基準に関する検討会（第 1回）
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社会福祉　第 56 号　2015
10 20 北海道新聞 -- 生活保護費　「国民生活に深刻な影響」　全国会議が抗議










月 30 日）、中日新聞（12 月 6 日）にも同趣旨の記事
12 10 読売新聞東京夕刊「来年度予算　生活保護下げ、見送り　世論の反発に配慮／政府・与党」
2008 3 反貧困フェスタ
7～ 10 反貧困全国キャラバン 2008
9 サブプライム問題に端を発した金融危機←「派遣切り」「非正規切り」のきっかけ
9 経済財政諮問会議労働市場改革専門調査会第 4 次報告：生活保護の改革に言及（木村陽子
も委員）
10 19 反貧困“世直しイッキ”大集会




















12 ～ 1 31 年越し派遣村＠日比谷公園
2009 1 7 緊急小口貸付　生保申請者 1万円、申請してない人 5万円
1 8・9 生保受給がはじまる











7月末 「緊急人材育成支援事業」：2009 年度第 1次補正予算による「緊急人材育成・就職支援基金」
により実施。職業訓練（「基金訓練」という）、生活保障のための給付制度（「訓練・生活支
援給付金」という）、融資制度（「訓練・生活支援資金融資」という）が創設。三年間の暫
定措置、2011 年 9 月末まで。

















10 30 無料低額宿泊施設等のあり方に関する検討チーム（第 1回）
10 31 ワンストップ・サービス・デイの試行実施を自治体に打診




12 25 無料低額宿泊施設等のあり方に関する検討チーム（第 3回）
12 ～ 1 公設派遣村
2010 1 22 無料低額宿泊施設等のあり方に関する検討チーム（第 4回）
1 29 辞職願提出
2 3 雇用保険法の一部を改正する法律案（財政に関するもの）公布施行
2 4 雇用保険部会で「求職者支援制度の創設に係る論点（素案）」が示され、第 2のセーフティー
ネットを 2011 年度に創設することを目指して議論開始
3 5 湯浅氏内閣府参与の辞令を受ける辞職願受理される




4 1 厚生労働省は昨年 10 月、検討チームを立ち上げて対策を検討したが、早期の法案提出が難
しくなり、民主党議員らが議員立法の検討を始めた。（共同通信）
6 8 管直人内閣発足









・2010 年 5 月に生活保護の通知改正（劣悪な施設から適切な法定施設へ転居する際に必要
な敷金等の支給要件の拡大等）
8 15 〜 18 朝日新聞夕刊　「生活保護――制度の陰で」　「無料低額宿泊所への依存」排除する大阪
2011 10 1 第二のセイフティーネット＝「求職者支援制度」実施予定（2011 年 5 月 13 日法案可決）
出所：筆者作成
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生活保護と生活困窮者自立支援法の行方
